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 （注）  １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

        載しておりません。  

      ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 第12期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜

在株式は存在するものの、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第12期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第13期 
第１四半期連結
累計(会計)期間

第12期 

会計期間 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
３月31日 

自平成23年 
１月１日 

至平成23年 
３月31日 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
12月31日 

売上高（千円）  1,300,198  2,869,865  5,515,776

経常利益（千円）  37,303  70,334  305,775

四半期（当期）純利益（千円）  10,797  59,115  130,186

純資産額（千円）  3,515,427  3,664,577  3,675,377

総資産額（千円）  4,588,884  5,708,273  5,780,117

１株当たり純資産額（円）  47,525.04  49,510.08  49,671.74

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 141.58  799.18 1,746.81 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 － 794.47 1,745.76 

自己資本比率（％）  76.6  64.2  63.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 4,643  6,786  196,987

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △2,811  △13,654  △328,739

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △129,041  △36,241  △134,482

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 3,094,068  2,911,976  2,955,044

従業員数（人）  95  189  196
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

  

 平成23年１月１日付けで当社の連結子会社であるサノウ株式会社を吸収合併したため、連結子会社ではなくなりま

した。 

なお、連結子会社であります株式会社NIKKOは、平成23年３月28日付でGMO NIKKO株式会社に商号変更しております。

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間における平均雇用人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の当第１四半期会計期間における平均雇用人員であります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年３月31日現在

従業員数（人） 189  〔8〕 

  平成23年３月31日現在

従業員数（人） 92  〔7〕 
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(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）仕入実績 

 当第１四半期連結会計期間における仕入実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

  

   （注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注実績 

 当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

  

    （注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

  

    （注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

     

 当第1四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

  

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

     

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

インターネット広告事業 2,317,888 ―

メディア開発事業 78,405 ―

合計 2,396,293 ―

セグメントの名称 
受注高 受注残高 

金額（千円） 前年同期比(％) 金額（千円） 前年同期比(％)

インターネット広告事業 2,720,474 ―  585,303 ―

メディア開発事業 116,548 ―  4,546 ―

合計 2,837,022 ―   589,850 ―

セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

インターネット広告事業 2,755,640 ―

メディア開発事業 114,225 ―

合計 2,869,865 ―

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

(1)業績の状況 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調に向かいましたが、雇用・所得環境は引き続き

厳しい状況にありました。 

インターネット市場につきましては、ブロードバンド化の進展とインターネットを利用する際に使用する利用端末の

多様化等から、利用者は伸長しており、その利用人口は平成21年12月末時点でおよそ9,408万人（対前年3.5％増）、人口

普及率は78.0％と推定されます（総務省調べ）。 

このような状況のもと、インターネット広告市場につきましては、平成22年度の広告費が7,747億円（うちモバイル広

告費1,201億円）（対前年9.6％増）となり、テレビ広告に次ぐ第２の広告媒体として好調に拡大しております（株式会社

電通調べ）。また、携帯電話端末によるインターネットの利用も拡大しており、インターネット広告の媒体価値は高まっ

ており、従前メディアの広告予算のインターネット広告へのシフトは更に進むものと思われます。 

このような環境下、当社グループは、「すべての人にインターネット」という企業理念のもと、インターネット関連

広告事業におけるナンバーワンを目指し、販売力と商品開発力の強化を行って参りました。 

以上の結果、当社グループの当第1四半期連結会計期間の売上高は2,869,865千円（前年同期比120.7％増）、営業利益

は58,426千円（前年同期比139.9％増）、経常利益は70,334千円（前年同期比88.5％増）、四半期純利益は59,115千円

（前年同期比447.5％増）となりました。 

  

セグメント別の業績は次のとおりであります。  

  なお、当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日)を適用しております。 

  

 ①インターネット広告事業 

 「インターネット広告事業」はメディアレップ事業、ＳＥＭ事業、ＷＥＢマーケティング事業が属しております。 

 当事業において売上高は2,755,640千円、売上総利益は437,752千円となっております。 

  

 ②メディア開発事業 

「メディア開発事業」はテクノロジーをベースにアドネットワーク開発、メディア開発、アプリ開発などを手掛る事業に

なります。 

 当事業において売上高は114,225千円、売上総利益は35,819千円となっております。 

  

(2)財政状態の分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて71,844千円減少し

5,708,273千円となりました。これは、主に関係会社預け金の増加100,000千円、繰延税金資産の増加31,067千円、現金及

び預金の減少143,068千円、投資有価証券の減少38,225千円、受取手形及び売掛金の減少26,096千円、のれんの減少

23,887千円によるものであります。 

  

（負債） 

 当第１四半期連結会計期間末における負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べて61,045千円減少し

2,043,695千円となりました。これは、主に買掛金の増加52,257千円、未払金の増加45,458千円、未払法人税等の減少

128,792千円によるものであります。 

  

（純資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて10,800千円減少し

3,664,577千円となりました。これは、主に利益剰余金の増加14,734千円、その他有価証券評価差額金の減少26,691千円

によるものであります。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3)キャッシュ・フローの状況  

当第1四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ43,067

千円減少（前年同期は127,209千円の減少）し、当第1四半期連結会計期間末には2,911,976千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は6,786千円（前年同期は4,643千円の増加）となりま

した。 

増加要因としては、主に税金等調整前四半期当期純利益62,995千円、仕入債務の増加額42,641千円等によるものであ

ります。減少要因としては、主に法人税等の支払額152,933千円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、13,654千円（前年同期は2,811千円の減少）となり

ました。 

 減少要因としては、主に出資金の払込みによる支出5,000千円及び投資有価証券の取得による支出7,000千円等によるも

のであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、36,241千円（前年同期は129,041千円の減少）とな

りました。 

 減少要因としては、配当金の支払いによる支出36,241千円によるものであります。 

  

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

(5)研究開発活動 

 該当事項はありません。  
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（１）主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間における設備の主な増加は、次のとおりであります。 

①提出会社 

  

②国内子会社 

  

 （２）設備の新設、除却等の計画 

 前連結会計年度末に計画中であった本社移転につきましては、当第1四半期会計期間に完了いたしました。  

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 (注) 提出日現在の発行数には平成23年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され 

    た株式数は、含まれておりません。  

  

第３【設備の状況】

事業所名 
(所在地) 

セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(名) 

建物 
工具、器具 
及び備品 

合計 

本社 
(東京都渋谷区) 

全社資産 
本社移転に伴う
各種設備の新設

13,372 812 14,185 92

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(名) 

建物 
工具、器具 
及び備品 

合計 

GMO 
NIKKO㈱ 

本社 
(東京都渋谷区) 

全社資産 
本社移転に伴う
各種設備の新設

12,896 961 13,857 92

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  335,440

計  335,440

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年５月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  76,000  76,000
大阪証券取引所 

（JASDAQ） 

単元株制度の採用は 

ありません。 

計  76,000  76,000 － － 
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 （注）  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、当社は次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数を切り上げるものとします。 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は１株当たり払込金

額を調整することができ、調整の結果生じる１円未満の端数を切り上げるものとします。 

（２）【新株予約権等の状況】

株主総会の特別決議日（平成17年３月24日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個）  80

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  80

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり 

136,000 （注） 

新株予約権の行使期間 
平成19年４月１日から 

平成24年３月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

１株当たり 136,000 

資本組入額 

１株当たり  68,000 

新株予約権の行使の条件 

(1）本新株予約権者は、本新株予約権の行使時におい

て、当社の取締役、監査役又は従業員であることを要

するものとします。 

(2）本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使

は認めないものとします。 

(3）新株予約権に関するその他の細目事項については、

当社と対象者との間で締結する「新株予約権付与契

約」の定めによるところとします。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するも

のとします。 

代用払込みに関する事項 ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―  

調整後１株当たり払込金額 ＝ 調整前１株当たり払込金 ×
１ 

分割又は併合の比率 
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 （注）  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、当社は次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数を切り上げるものとします。 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は１株当たり払込金

額を調整することができ、調整の結果生じる１円未満の端数を切り上げるものとします。 

取締役会の特別決議日（平成22年９月27日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個）  1,880

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  1,880

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり 

27,452 （注） 

新株予約権の行使期間 
平成24年10月１日から 

平成29年３月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

１株当たり 27,452 

資本組入額 

１株当たり 13,726 

新株予約権の行使の条件 

(1）本新株予約権者は、本新株予約権の行使時まで継続

して、当社の取締役、監査役もしくは従業員又は当社

子会社の取締役、監査役もしくは従業員であることを

要するものとします。 

(2）本新株予約権者の質入れ、担保権の設定及び相続は

認めないものとします。 

(3）新株予約権に関するその他の細目事項については、

当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約

書」の定めによるところとします。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するも

のとします。 

代用払込みに関する事項 ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―  

調整後１株当たり払込金額 ＝ 調整前１株当たり払込金 ×
１ 

分割又は併合の比率 
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 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

     

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成23年３月31日 ―  76,000 ―  1,301,568 ―  1,914,547

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

 区分  株式数（株） 議決権の数（個） 内容  

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式） 

普通株式   2,030
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  73,970  73,970 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 76,000 ― ― 

総株主の議決権 ―  73,970 ― 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株）  

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合 

（％） 

 （自己保有株式） 

ＧＭＯアドパートナーズ

株式会社  

  

東京都渋谷区桜丘

町26番１号 

  

 2,030

  

― 

  

 2,030

  

 2.67

 計  ―  2,030 ―  2,030  2.67
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所JASDAQ市場におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

２【株価の推移】

月別 
平成23年 
１月 

２月 ３月 

最高（円）  39,800  39,000  48,500

最低（円）  34,550  35,000  23,350

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平

成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第1四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連

結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査法人ト

ーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,311,976 1,455,044

受取手形及び売掛金 1,452,339 1,478,435

繰延税金資産 57,457 26,426

関係会社預け金 1,600,000 1,500,000

その他 162,319 82,666

貸倒引当金 △69,353 △69,124

流動資産合計 4,514,739 4,473,449

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※  41,730 ※  596

工具、器具及び備品（純額） ※  12,282 ※  11,521

その他（純額） ※  0 ※  0

有形固定資産合計 54,013 12,118

無形固定資産   

のれん 407,090 430,977

ソフトウエア 51,270 53,953

その他 1,361 1,385

無形固定資産合計 459,722 486,316

投資その他の資産   

投資有価証券 222,527 260,752

出資金 240,517 232,676

繰延税金資産 2,274 2,238

その他 221,322 319,391

貸倒引当金 △6,844 △6,824

投資その他の資産合計 679,798 808,234

固定資産合計 1,193,534 1,306,668

資産合計 5,708,273 5,780,117

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,348,586 1,296,329

未払金 88,975 43,517

未払法人税等 22,726 151,518

未払消費税等 42,250 40,495

賞与引当金 28,102 15,175

役員賞与引当金 － 5,500

本社移転費用引当金 37,170 47,482

その他 182,519 212,175

流動負債合計 1,750,331 1,812,194
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

固定負債   

長期未払金 249,197 249,197

繰延税金負債 12,597 19,390

その他 31,568 23,958

固定負債合計 293,364 292,546

負債合計 2,043,695 2,104,740

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,301,568 1,301,568

資本剰余金 1,914,547 1,914,547

利益剰余金 522,696 507,962

自己株式 △91,708 △91,708

株主資本合計 3,647,103 3,632,369

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 15,157 41,848

評価・換算差額等合計 15,157 41,848

新株予約権 2,316 1,158

純資産合計 3,664,577 3,675,377

負債純資産合計 5,708,273 5,780,117
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 1,300,198 2,869,865

売上原価 1,061,495 2,396,293

売上総利益 238,703 473,572

販売費及び一般管理費   

役員報酬 14,161 25,514

給料 102,075 207,138

貸倒引当金繰入額 4,093 2,795

賞与引当金繰入額 1,733 938

減価償却費 4,008 4,141

のれん償却額 2,658 23,887

その他 85,615 150,730

販売費及び一般管理費合計 214,345 415,145

営業利益 24,357 58,426

営業外収益   

受取利息 2,584 1,598

受取配当金 75 6,575

匿名組合投資利益 10,500 2,841

その他 10 957

営業外収益合計 13,170 11,972

営業外費用   

自己株式取得手数料 199 －

その他 24 64

営業外費用合計 224 64

経常利益 37,303 70,334

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 2,546

特別利益合計 － 2,546

特別損失   

投資有価証券評価損 7,567 －

本社移転費用 － 9,885

特別損失合計 7,567 9,885

税金等調整前四半期純利益 29,735 62,995

法人税、住民税及び事業税 1,985 23,206

法人税等調整額 16,953 △19,326

法人税等合計 18,938 3,879

少数株主損益調整前四半期純利益 － 59,115

四半期純利益 10,797 59,115
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 29,735 62,995

減価償却費 6,640 8,000

自己株式取得手数料 199 －

のれん償却額 2,658 23,887

匿名組合投資損益（△は益） △10,500 △2,841

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,091 249

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,733 12,926

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △5,500

本社移転費用引当金の増減額（△は減少） － △10,312

受取利息及び受取配当金 △2,659 △8,173

株式報酬費用 － 1,158

投資有価証券評価損益（△は益） 7,567 －

移転費用 － 9,885

売上債権の増減額（△は増加） △176,459 5,905

預り保証金の増減額（△は減少） 1,500 △4,560

仕入債務の増減額（△は減少） 141,751 42,641

その他 △850 15,267

小計 4,409 151,531

利息及び配当金の受取額 2,651 8,188

法人税等の支払額 △2,417 △152,933

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,643 6,786

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,796 －

無形固定資産の取得による支出 △3,078 △2,351

投資有価証券の取得による支出 － △7,000

出資金の払込による支出 － △5,000

貸付けによる支出 △600 －

貸付金の回収による収入 2,662 966

その他 － △270

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,811 △13,654

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △100,150 －

配当金の支払額 △28,890 △36,241

財務活動によるキャッシュ・フロー △129,041 △36,241

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 41

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △127,209 △43,067

現金及び現金同等物の期首残高 3,221,278 2,955,044

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,094,068 ※  2,911,976
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

 １．連結の範囲に関する事項の変更  （１）連結範囲の変更 

 当第1四半期連結会計期間において、連結子会社であるサノウ株式会社

と合併しましたため、連結の範囲から除外しました。 

（２）変更後の連結子会社数 

   ３社  

  

 ２．会計処理基準に関する事項の変更  「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

 当第1四半期末における有形固定資産の取得に伴い、当該資産に対する

資産除去債務を12,170千円計上しているため、損益に与える影響はありま

せん。  

  

【表示方法の変更】

平成23年度第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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     該当事項はありません。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成23年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 65,058千円 ※ 有形固定資産の減価償却累計額 70,528千円

    

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────────────── ──────────────── 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸 

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 千円1,194,068

関係会社預け金     千円2,000,000

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 

定期預金  
△100,000千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 千円3,094,068

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸 

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

  

現金及び預金 千円1,311,976

関係会社預け金     千円1,600,000

現金及び現金同等物の四半期末残高 千円2,911,976
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当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 

平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 76,000株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 2,030株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権 

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高    親会社 2,316千円 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

  
  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年３月23日 

定時株主総会 
普通株式 44,382 600  平成22年12月31日  平成23年３月24日 利益剰余金 
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前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める「インターネット 

関連広告事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類セグメント情報の記載を省略しております。

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 当第１四半期連結累計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該

当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 当第１四半期連結累計期間において、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日) 

  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、インターネットを利用した宣伝及び広告の販売を行っております。 

 したがって、当社は、インターネット広告事業を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、 

「インターネット広告事業」及び「メディア開発事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「インターネット広告事業」はメディアレップ事業、ＳＥＭ事業、ＷＥＢマーケティング事業が属しております。

「メディア開発事業」はテクノロジーをベースにアドネットワーク開発、メディア開発、アプリ開発などを手掛る

事業になります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年３月31日） 

  

        (注)セグメント利益は四半期連結損益計算書の売上総利益と一致しております。 

  

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報 

   該当事項はございません。 

  

(追加情報) 

 当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日)を適用しております。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

  
報告セグメント 

    

計 
インターネット 

広告事業 
メディア 
開発事業 

売上高       

外部顧客への売上高 2,755,640 114,225 2,869,865 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

- - - 

計 2,775,640 114,225 2,869,865 

セグメント利益 437,752 35,819 473,572 
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前連結会計年度の末日と比べて、著しい変動はありません。 

  

前連結会計年度の末日と比べて、著しい変動はありません。 

  

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。  

   

該当事項はありません。  

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 

 共通支配下の取引等 

(1)結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後

企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要  

①結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

 結合当事企業の名称  

  当社の連結子会社であるサノウ株式会社 

 事業の内容  

  インターネット関連広告事業   

②企業結合日 

 平成23年１月１日  

③企業結合の法的形式 

 当社を存続会社、サノウ株式会社（当社の連結子会社）を消滅会社とする吸収合併方式 

④結合後企業の名称 

 ＧＭＯアドパートナーズ株式会社（当社） 

⑤取引の目的を含む取引の概要 

 当社のアドネットワーク型商品との連携を強化することで、一層の業務効率化を図ることを目的としておりま

 す。 

  

(2)実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。 

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）
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前連結会計年度の末日と比べて、著しい変動はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、前第１四半期連結累計期間において、潜在株式は存在するもの

の、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

        ２.１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

     

該当事項はありません。 

  

リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりますが、当第１四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前

連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。 

  

  

    該当事項はありません。 

  

（資産除去債務関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成23年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 49,510.08円 １株当たり純資産額 49,671.74円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 141.58円 １株当たり四半期純利益金額 799.18円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   ― 円 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 794.47円

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 

  
    

四半期純利益（千円）  10,797  59,115

普通株主に帰属しない金額（千円） ───────    ─────── 

普通株式に係る四半期純利益（千円）  10,797  59,115

期中平均株式数（株）  76,265  73,970

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ───────    ─────── 

四半期純利益調整額（千円） ───────     ─────── 

普通株式増加数（株） ───────      439

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在

株式について前連結会計年度末から重要な変動が

ある場合の概要  

───────     ─────── 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

2【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年５月11日

ＧＭＯアドパートナーズ株式会社 

取締役会 御中 

 有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 吉村 孝郎  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 岡田 雅史  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＧＭＯアドパ

ートナーズ株式会社の平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成２２年１月１日から平成２２年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２２年１月１日から平成２２

年３月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＧＭＯアドパートナーズ株式会社及び連結子会社の平成２２年３月３

１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年５月13日

ＧＭＯアドパートナーズ株式会社 

取締役会 御中 

 有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 吉村 孝郎  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 岡田 雅史  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＧＭＯアドパ

ートナーズ株式会社の平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成２３年１月１日から平成２３年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２３年１月１日から平成２３

年３月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＧＭＯアドパートナーズ株式会社及び連結子会社の平成２３年３月 

３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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